チャランケ通信　第131号　2016年3月28日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹
　消費増税をまたぞろ延期し、衆参同時選挙ねらいの匂いがする
どうやら来年4月に引き上げが予定されている消費税は、再び引き上げが延期されることになりそうである。26日付の朝日新聞朝刊の1面は、そのことを大きく取り上げている。一方、安倍総理と言えば、国会での質疑の中では消費税の引き上げは予定通り実施すると答弁はしているものの、アベノミクスを囃し立ててきた取り巻きの経済学者だけでなく、スティグリッツ氏やクルーグマン氏といった比較的リベラルで国際的に名前の通った専門家からも消費税の引き上げの延期を箴言され、なんとなく国民の間に消費税の引き上げが経済の足を引っ張っていく元凶のような雰囲気が漂い始めてきたようだ。

　当然のことではあるが、前回も消費税率の引き上げを延期することを理由に衆議院の解散・総選挙に打って出たわけで、もし引き上げを再度延期する以上国民に信を問うことになるのは政治論理的には必至と見られ始めている。しかし、考えてみれば増税を再び延期することは、自らの経済政策であるアベノミクスが上手くいっていない事の証明であり、自信満々にすすめてきたアベノミクスの失敗の責任を取って、内閣を総辞職すべき性質の問題であろう。前回の引き上げ延期の際には、次回は必ず上げることを公約し、リーマンショック級の経済危機にならない限り増税すると公言してきたことを忘れてはいけない。残念ながら、今の政治状況から見て、野党側には内閣を総辞職に追い込むだけの力が無い。

消費税増税の延期は社会保障充実の延期、赤字国債増発という世代間格差につながる暴挙なのだが…。「税とは文明の対価」なのに!!!
むしろ、前回の増税延期を理由に解散・総選挙を実施し大勝した味を忘れることができないせいか、自民党内には衆参同時にむけた解散風が吹き始めようとしている。永田町界隈では7月10日投票日となる衆参ダブル選挙に向けて、伊勢志摩サミットを無事に終えれば政局が一気に解散モードに転換しそうである。消費税の引き上げを延期する事への批判・抵抗は、残念ながら今のところ殆ど出てくる気配はなく、当面の厳しい生活環境からみて歓迎されることはあっても、増税延期に反対する世論の圧力は弱い。
消費税の引き上げによって、わずかではあるが少子化対策や医療・介護への財源の投入が予定されているのだが、引き上げが延期されればその分社会保障財源の充実は先送りされる。それどころか、社会保障も含めて赤字国債の発行額が増え続け、そのツケは後世代へと回されてしまう。国債の償還は何よりも優先される(それが出来ないとデフォルトになってしまう)だけに、国債保有に大きく関係する富裕層は潤い続ける。社会保障の充実を求める比較的中・低所得層にとっては大問題なのだが、そうした声は一向に高まる気配を見せてくれない。今問題になっている子育てに向けた財源の投入も、消費税の引き上げあっての予算措置なのだが、そこへ政治の眼が向けられることは殆どない。

「税とは、文明の対価」と喝破したアメリカの連邦裁判所判事の言葉がむなしく胸に響いてくる。

「民進党」スタートへ、本来ならすぐに党首選挙を実施すべきだ。今年9月では総選挙の後になってしまうかも・・・。
　こうした中、民主党と維新が合併し「民進党」が27日スタートした。どんな理念をもとにどんな国を目指していくのか、よく解からないのが偽らざることなのだろう。当面、岡田代表や枝野幹事長、安住国対委員長と旧民主党がメインの人事配置となり維新の方はそれぞれのポストの代行に収まったようだが、どうもしっくりとしない。政調会長には「保育所問題」を厳しく追及した山尾志桜里衆議院議員が抜擢されたようだが、とりあえずは参議院選挙に向けた新しい「顔」なのだろう。
代表選挙は9月に先送りされるようだが、本来はこの結党に向けて堂々と代表選挙を繰り広げて行けば、少なくとも新しい党が何を目指そうとしているのか、国民の前に明らかになり、マスコミも連日大きく取り上げ民進党の国民への宣伝に一役買ったことは間違いない。そういう余裕もないままの合併だったわけで、何よりも当面の選挙対策でしかない事を国民が見透かしている事を忘れてはなるまい。恐らく、民進党の支持率もそれほど上がらないと予想するのだが、どうだろう。

安倍総理の野望である憲法改正への道が進みつつあるのでは
　こうした状況の下で、7月の衆参ダブル選挙が実施されれば、それこそ自民・公明連合(近畿以西では大阪維新も)の攻勢の前に圧倒され、またもや「敗北」の憂き目に遭いそうに思えてならない。何ともひ弱な「民進党」のスタートになりそうである。もしかすると、おおさか維新を加えると衆参の3分の2以上の議席を許してしまい、憲法改正の動きに弾みをつけてしまう事になるかもしれない。
アベノミクスの失敗が誰の目にも明らかになろうとしている今日、その危機的な状況を対外的な危機にすり替え、民主主義の土台を根本から覆してしまいかねないことが危惧される。事態は、対外的にも国内的にも切迫しており、第二次世界大戦に突入して行ったあの時代に良く似た雰囲気を感じてしまう。もっとも、戦争さなかに生まれた小生など、雰囲気を感ずるのは様々な情報記録媒体からでしかなく、つい最近のNHKの特集番組「新映像の世紀」等からの影響なのかもしれない。世界で最も民主的と評価されていたワイマール憲法の下で、ヒトラーが誕生する流れなどは、決して見逃すことのできない歴史の一こまである。

スティグリッツ教授の『これから始まる「新しい世界経済」の教科書』(徳間書店刊)を是非とも読んでほしい
　さて、再び日本経済の問題に目を転じたい。3月16日から始まった政府主催の「国際金融経済分析会合」であるが、最初の参加者だったスティグリッツ教授(コロンビア大学)の問題提起に対して、日銀総裁が「不思議なことがある」と切り出し、企業収益が改善し労働市場も引き締まっており、「急速な賃上げが起きるのが普通だと思われるが、実際のペースは緩い」と質問を投げかけたと報道されている。(カッコ内は17日付の日本経済新聞電子版より引用)

これに対してスティグリッツ教授は、米国では職探しを諦めた人が失業者に分類されないなど「失業率が労働市場を正確に表していない」「失業率とインフレ率の関係が瓦解してきている」と語ったと報じられている。安倍総理も、今春闘における賃上げについて「企業収益が過去最高であるなかで、欲を言えばもう少し力強さが欲しかったところだ」と指摘したと報ぜられている。この指摘は、3月24日の経済財政諮問会議での発言であった。

　リフレ派や上げ潮派の依拠する供給サイド経済学を痛烈に批判
　なぜ、企業収益が過去最高なのに、さらに労働市場では人手不足さえ起こっているのに賃金が上がらないのだろうか。ここで、スティグリッツ教授の最新著書『これから始まる「新しい世界経済」の教科書』(徳間書店2月29日刊)を是非ともひも解いて欲しい。賃金を上げていくためには、労働組合の交渉力が不可欠であるにもかかわらず、1970年代後半ごろから市場原理主義に基づく経済政策や規制緩和など、経営側を強くする一方で労働側の団結力を弱めるさまざまな法改正や司法の判例変更を繰り広げてきたことが、実に詳しく分析されており、アメリカにおいて貧富の格差が拡大し続けてきたことを実証されている。
スティグリッツ教授は、そうした1970年代後半ごろから展開されてきた経済政策のルールの転換を厳しく批判され、そうしたルールを21世紀の新しい時代に合わせて大きく変えて行かなければならない事を強く指摘されている。もちろん、労働者の賃金があまり上がらなくなったのには、税制の改革や金融自由化をはじめ、様々な問題が指摘されているわけで、詳しくは是非ともこの著書をじっくりと読んでいただきたい。

黒田日銀総裁や安倍総理、この本をよ~く読んで政策転換を
　問題は、そうしたこれまでの経済政策をどのように捉え、どう転換させていくべきなのかが問われなければならないわけで、日銀総裁の質問や安倍総理の感想などは、この著書で詳述しているスティグリッツ教授の問題提起を正しく受け止めているようには思えない。つまり、労使の力関係の余りにも使用者側の力が強まりすぎたこと、市場経済の自由な競争を阻害する巨大な金融資本の力の存在が、巨額のレント(独占による超過利潤)を生みだし、その利潤を使っての政治への働きかけによる資本にとって有利なルール作りに結び付く民主主義の弊害が蔓延し始めていることを指摘している。そうした結果が格差社会をもたらし、そのことが経済成長を歪めバブルやバーストを繰り返す不安定な経済社会をもたらしていることを告発している。

スティグリッツ教授からすれば、今必要なことは労働者の側の団結力をどうしたら高めることができるのか、労使の力関係を対等にしていくためにはどうしたら良いのか、余りにも企業が大きくなりすぎて独占の弊害であるレントをどう規制していくべきなのか、等等安倍総理が依拠してきたリフレ派・上げ潮派の経済政策を真っ向から批判している。そのことが問われているのだ。

安倍総理の提唱する「企業が一番活動しやすい国」を一番批判しているのがスティグリッツ教授のこの本なのだ、一読を
　そのことは、安倍総理が目指してきた「企業が一番活動しやすい日本にしたい」という事への痛烈な批判を打ち出していることを見ておく必要がある。それほど難しい内容ではないが、今日の格差社会の問題を鋭く告発し、そこからの脱却に向けた政策を打ち出した好著である。一読を強く勧めたい。                                
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